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災害時の自動車を用いた情報通信システムの要求条件 
 
1 適用範囲 

災害管理には、国から地域社会、地方警察、消防、医療、社会サービスまで、あらゆるレベルの政府機関が関与してい

る。それぞれの機関が明確な権限と責任を持っていることは、防災上非常に重要である。 

災害管理プロセスは 4 つの密接に統合されたステージによって定義される；緩和（Mitigation）、準備（Preparedness）、

対応（Response）、回復（Recovery）。このプロセスの 4つのステージには、他のステージと重複するアクティビティが

ある（図 1-1)。災害管理の各ステージでとられた措置を特定することは、情報通信技術の適用を選択し、展開するのに

役立つ。 
 

 
 

図 1-1 統合災害管理サイクル (参照 1) 
 

これらは 4 つのステージの間で重複する活動であるが、ICT アプリケーションの開発と展開のために最も必要とされる

ステージは、準備、対応、回復の 3つのステージである。以下の表 1-1は、災害管理プロセスの各ステージで取られた行

動をまとめたものである。 
 

表 1-1 災害管理上の措置 (参照 1) 

準備ステージ 対応ステージ 回復 ステージ 

- 過去の災害事例データの分析 

- 啓発活動 

- 潜在的リスクのモニタリング 

- 早期災害予測 

- 建物・インフラの構造強化 

- 想定される損害評価 

- 戦略、ツールおよびリソースのレ

ビューおよび更新 

- ステークホルダーの育成 

- コミュニケーション・コラボレー

ション体制の確立 

- 協力者との対応・復旧計画 

- 災害警報システムの構築 

- ステークホルダーへの通知 

- 対応要員（警察、消防士、救助

隊、衛生要員など）の輸送 

- 資源（食品、医薬品等）の輸送 

- 急速に変化する災害データの伝達 

- ステークホルダーとの連携 

- 利用可能な資源の管理 

- 結果として起こりうる災害/危機/混

乱に対する警告 

- 災害情報の共有化 

- 損害評価 

- リソースと情報のアーカイブ 

- 災害救助基金の請求の登記 

- インフラや建物の修復 

- インフラや建物の再建 
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しかし、災害管理における情報や連携に利用できる ICT ツールは膨大な種類があるにもかかわらず、ICT ツールや発電

機が、災害発生後の特定の地域や一定期間において稼働できない可能性がある。これは、ICT を防災に適用する際に停

電などにより不完全な期間が存在することを意味する。生きるか死ぬかの問題において、コミュニケーションは文字通

り不可欠であることは明白であるが、そのコミュニケーション機能は電力によって駆動されるものである。一方、自動

車にはガソリン、ダイナモ（発電機）、バッテリーが搭載されている。 

このレポートは、災害管理サイクルの対応ステージにおいて、被災地の通信能力が不完全な状況下に暫定的な通信ネッ

トワークを構築する必要性についてまとめたものである。 

災害発生後、最も重要な任務は、災害発生直後の急性期と呼ばれる非常に早いステージで、人々の命を救い、被災地の

人々の安全状態を確認することである。 

このレポートは、災害発生後の急性期における一時的な移動通信手段の導入と適用に焦点を当てている。レジリエント

なネットワークのために開発された ITU-T の他の規格と同様に、この規格を対応ステージの急性期で使用するためには、

災害管理サイクルの準備ステージから適用されなければならない。 

このレポートは、災害発生直後の一時的な通信手段のためであるため、回復ステージでネットワークが復旧したときは

いつでもどこでも、通信の内容の大部分をこのステージで動作するさまざまな通信システムに転送されることになる。 

しかし、急性期の後も、人々の命を救い、人々の安全を知るための活動が必要である。そのため、通信手段の円滑な移

動だけでなく、警察署、消防署、病院で使用される必要なデータベースやソフトウェアの円滑な移動が必要である。 

また、ITU-T では、対応ステージの後半と回復ステージで使用するために開発された技術に関する規格が公開されてい

るほか、無線通信局の可用性を確保するためのインフラ設計、暫定的な携帯無線通信局ユニットの設置、遅延耐性ネッ

トワークを実現するための多層通信ネットワークの採用など、準備ステージでの耐障害性ネットワーク構築に関する各

種の規格が公開されている（参照 2）。 
 
参照文献： 

1) 災害管理と脅威検出のための高度 ICT（コラボレーションおよび分散フレームワーク）、Eleana Asimakopoulou（英

国ラフバラ大学）、Nike Bessis（英国ベッドフォードシャー大学）、Information Science Reference、Hershey、New 
York、2010 年 

2) ITU-T 災害救援システム・ネットワーク復旧フォーカスグループ;災害救援システムの概要、ネットワークの強靱性

と回復、有望な技術とユースケース－第 I 部、第 II 部、第 III 部、有望な技術とユースケース－第 IV 部、第 V 部、

災害救援システムのギャップ分析、ネットワークの強靱性と回復、災害救援システムの用語と定義、ネットワーク

の強靱性と回復、災害救援システムフォーカスグループの要件、ネットワークの強靱性と回復の要件、移動可能で

展開可能な ICT リソースユニットによるネットワークの強靱性と回復の改善に関する要件、通信と災害緩和に関す

る技術報告書 
 
 
2 用語と定義 

本文書では、以下のように用語を定義する。 

V-HUB： このシステムは、災害時に車両を利用した情報通信システムである。 

準備ステージ： このステージは、平常時の災害への備えである。 

対応ステージ： このステージは、災害発生から復旧作業までの対応作業である。 

回復ステージ： このステージは、対応段階から日常生活への復帰作業である。 

急性期： 災害による死亡数を最小化するために、救助活動に必要とされる災害発生から 72時間以内の期間

のことである。 

 
 
3 車両を用いた災害情報・通信システムのフレームワーク 

災害状態における社会活動は一般の情報通信システムに完全に依存しているため、大きな被害を受け正常な機能を提供

できない状況では、自動車の V-HUB システム（本システム）が重要な役割を果たす。特に対応ステージの急性期におい

ては、救助活動が緊急に必要とされ、その活動のためには本システムが最も重要な要素となる。また救助活動の自動車

にはバックアップ電源が搭載されているので、被災地に非常用電源の機能を提供できる。対応ステージが進むにつれ、
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民間人や救助・後方支援活動のための専門家チームの間の情報共有など、さまざまな社会活動にとって本システムはよ

り重要になる。この節では、本システムの基本的なフレームワークについて、ロールモデルのアーキテクチャ、ユース

ケース要件、および運用シナリオを説明する。 

緊急救助責任を持つ公的な組織の構造は国や都市によって異なるが、本システムの基本的要件は共通である。このよう

なシステムを設計・実装する際には、様々な主体から様々なニーズがあり、それぞれのニーズが異なることを理解する

ことが重要である。急性期の各独立したアドホック型システムは主要な役割を果たすが、対応ステージが終了すると、

アドホック型システムは徐々に互いに接続して大規模なシステムを形成するか、回復した公衆網に切り替わる。換言す

れば、アドホック通信システム及び関連する局所的に分散されたアドホック・データベースは、当初指定されたネット

ワーク・プラットフォーム形式に統合される。 

本システムの導入にあたっては、以下のような重要な課題がある。 

・本システムは、平常時には他の目的のために効果的に使用するものとする。 

・一般の人が使用するデバイスは、できる限り簡単に使用することができるものでなければならない。 

・ユーザーインターフェースはシンプルで、メッセージではポジティブ表現を使用する。 

・災害発生前のデータベース準備作業は、効果的な対応とリカバリ・オペレーションのために重要である。 

・効率的な対応を行うためには、事前の防災訓練が重要である。 

・平常時に、専門家チームと一般人に対する訓練は重要である。 

したがって、本システムについて国際的に通用する定義を行うことは、システムの導入が必要な先進国、新興国の双方

にとって不可欠である。これがこのレポートの目的である。 

システムのアーキテクチャと必要な標準は国によって異なるため、このレポートでは、このようなシステムが実装され

るときに参照される基本的なフレームワークのガイドラインについて提供する。 
 
 
ⅰ 対応ステージの急性期に対する必要なアプローチ 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、大規模な災害救助部隊である DMAT（災害医療支援チーム）は、震災直

後に東北の被災地になんとか集結することができた。しかし、大津波により甚大な被害が発生し、通信を含むインフラ

サービスが途絶したため、捜索・救助活動に必要な情報を収集する手段がなかった。その結果、DMAT が到着した地域

は、自分の足で歩いて被害者を見つけなければならない状況に陥った。また、救助・捜索活動が行われていない場所が

あったり、DMAT と自衛隊医官の双方が駆け込んだために、医療スタッフの余剰が発生した事例もあった。 

災害直後の大規模災害による死亡数を最小化するためには、急性期（72 時間以内）の期間が重要であることが知られて

いる。（図 3-1、図 3-2） また、救命実績報告書によると、72 時間以内の捜索救助を実現するためには、大規模災害か

ら「24時間」以内に救助活動を開始することが重要である。下の図3-1に示すように、東日本大震災においては、DMAT

によって救助された被災者のピークは、生存率が 20~30%に低下したステージになっていた。 
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図 3-1  DMAT による生存率と救助者数 
東日本大震災後 

（生存率は参考文献 1 を参照） 
 
 

 
 

図 3-2 中国四川大地震の生存率 
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災害時に救命救助チームが最も必要とするものは、救助活動に必要な正確な情報（場所、症状、犠牲者の数など）を得

ることである。 

このシステム規格は、緊急救助作業などの活動のために整備が必要なシステムである無線 LAN や、DSRC（専用狭域通

信）等の ITS 通信サービスを利用した移動通信システムなどの無線インターフェースに関するものである。本システム

は、平常時には汎用的に使用するものとし、災害発生時には緊急モードに移行し、緊急時には被災者の捜索救助活動に

使用するものとする。 

図 3-3、図 3-4 に示すように、通信ネットワークの機能と関連して、対応ステージと回復ステージに必要なアプローチが

異なり、この状況に基づいてシステムを設計しなければならない。 

 
図 3-3 発災後の通信手段 
(出典： リファレンス 2) 

 
 

 
 

図 3-4 急性期における災害時通信システムの必要機能 

Outbreak of disaster

Response stage
Acute phase

Gathering victim survival 
and accessibility to 
disaster area  information 

Delivering information to 
professional team

Delivering/sharing information among citizens; Evacuation site messages, shared safety 
confirmation messages, logistic messages

Approx. 72 hours from outbreak

Recovery stage
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a) 急性期（発災から約 72 時間以内）には、主に以下のような目的のために情報通信システムが必要となる。 

- 被災者の生存情報と、被災地へのアクセス可能性の収集 

- プロフェッショナル・チームへの情報提供;救助、消火活動、緊急活動 

- 民間人の情報の伝達・共有;避難所メッセージ、安否確認共有メッセージ、物流メッセージ 

b) 急性期の後、このシステムは主に; 

- 民間人の間の情報の伝達・共有;避難所メッセージ、安否確認共有メッセージ、物流メッセージ 

- 民間人の間の情報共有;上記以外の各種情報のアップロード/ダウンロード 

したがって、緊急時活動への優先権の使用を確保するために、主に急性期における管理規則がなければならない。シス

テムの大部分は、平常時には通常の社会活動のために稼働しており、災害の発生時に緊急活動モードに切り替えるよう

システム全体に命令するトリガー権限があるものとする。 
 
ⅱ 役割モードのアーキテクチャ 

前のセクションで述べたように、さまざまな回復ステージに必要なアプローチは異なる。しかし、各当事者の役割は基

本的に変わらない。下の図 3-3 に示すように、基本的な当事者と本システムにおけるそれらの役割は、次のように区別

することができる。 

・専門救助チーム： 役割は次のとおりである。 

- 被災生存者情報と被災地へのアクセス可能性情報の収集 

- 被災生存者情報と被災地へのアクセス可能性情報の報告 

-   被災生存者情報と被災地へのアクセス可能性情報の連絡 

- 被災生存者情報と被災地へのアクセス可能性情報の評価 

・ 専門の復旧活動チーム： 役割は次のとおりである。 

- 民間人からの情報の収集： 避難所メッセージ、安否確認共有メッセージ、物流メッセージなど 

- 民間人からの情報の通報： 避難所メッセージ、安否確認共有メッセージ、物流メッセージなど 

- 民間人からの情報へのアクセス： 避難所メッセージ、安否確認共有メッセージ、物流メッセージなど 

- 民間人からの情報の評価： 避難所メッセージ、安否確認共有メッセージ、物流メッセージなど 

- 民間人の間で共有・アップロードされた情報の収集 

・民間人： 役割は次のとおりである。 

- 民間人の間の情報収集;上記以外の情報のダウンロード 

-  民間人への情報発信;上記以外の情報のアップロード 

- 民間人の情報アクセス;上記以外の情報の検索 
 

 
図 3-5 基本的な当事者 

災害情報/ 
通信システム 
(本システム) 専門救助チーム 専門の復旧活動チーム 

民間人 
（被災者を含む） 

情報/通信 
 
 

情報/通信 

情報/通信 
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これらの役割の要約として、次図 3-6にシステムの機能アーキテクチャを示す。このシステムには大きく 3つの役割があ

る。 

・情報収集 

・救助活動のための情報利活用 

・民間人のための情報利活用 

本システムは、これらの主要な役割を効率的かつ効果的に満たすように設計され、実施されなければならない。 
 

 
 

図 3-6 災害情報通信システムの機能アーキテクチャ 
 
 
ⅲ ユースケースの要件 

本システムのユースケース要件を以下のように定義する。このレポートの中で定義されたユースケースは、単に情報提

供の目的として記述されたものであり、実際のシステムを実装する場合は、これらのユースケースのいくつかを、各国

の要件と状況に適合するように修正する必要がある。 

各ユースケース定義は、以下に示すように、同じタイプの表で記述する必要がある。次に示す最初の表は、記入例を示

している。 
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［記入例］ 
 

ユースケース 各ユースケースの名前 

説明 このユースケースが実行されるときのシステム相互作用の簡単な説明 

当事者 誰が起動してシステムにこのユースケースを実行させるか 

前提条件 このユースケースが開始される直前の状態 

相互作用 このユースケースが実行される場合のシステム相互アクションのステップごとの説明 

結果 このユースケースが実行された直後の結果の説明 

課題 このユースケースのパフォーマンスを向上させるための問題点の説明; 
システムの改善 
サービスの向上 
パフォーマンスの向上 

UML 図 ユースケース図 
次に、システムの一般的な使用例を示します。 
 

 
  

民間人 

専門の復旧活動チーム 

ヘルプの呼び出し 

情報の取得 

レポート情報 

専門救助チーム 
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ユースケース 救助要請 

説明 民間人による救助要請 

当事者 民間人 

前提条件 システムはエラーなしで動作している。 
民間人は助けを必要としている。 

相互作用 民間人は、ヘルプボタンをクリックして助けを求める。 
システムは、要求の送信ステータスを表示する。 

結果 リクエストの受信が確認されると、表示欄に表示される。 
ユーザーはレスキュー活動を期待できる。 

課題 ネットワークインタフェースデバイスがない被害者は要請できない。 
意識のない被害者は要請できない。 

UML 図  

 
  

救助要請 
データベース 
に送信 

送信結果を表示 

民間人 
<<用途> 

<<用途>> 
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ユースケース 情報の取得 

説明 民間人および専門家チームが情報の取得を要請する。 

当事者 民間人および専門家チーム 

前提条件 システムはエラーなしで動作している。 
民間人および専門家チームは情報を必要としている。 

相互作用 民間人および専門家チームは、指定されたボタンをクリックして情報を要求する。 
情報のタイプが表示される。 
民間人および専門家チームは、リストから 1 つまたは複数のタイプを選択する。 
システムは要求を確認し、結果を表示する。 

結果 リクエストの受信を確認し、表示欄に表示する。 
民間人および専門家チームは、これらの情報を救助および/または復旧活動に利用する。 

課題  

UML 図  

 
  

情報の要求 
リストから

選択 

結果の表示 

民間人 
専門家チーム 

<<用途>> 

<<用途>> 
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ユースケース レポート情報 

説明 民間人・専門家チームが各種情報の発信・報告を行なう 

当事者 民間人および専門家チーム 

前提条件 システムはエラーなしで動作している。民間人と専門家チームは重要な情報を持っている。 

相互作用 民間人および専門家チームが、指定されたボタンをクリックして情報を送信する。 
情報のタイプが表示される。民間人および専門家チームは、リストから 1 つまたは複数のタイプ

を選択したり、テキストメッセージを入力したりする。 
システムは受信を確認し、結果を表示する。 

結果 情報の受信を確認し、表示欄に表示する。民間人および専門家チームは、他の当事者から報告さ

れたこれらの情報を、自らの救助および/または復旧活動のために利用することができる。 

課題  

UML 図  

 

 
 

図 3-7 一般的なユースケース 
 
 
 

情報の送信 

一覧から選択する

か、テキストメッセ

ージを入力する 
(またはその両方) 

結果の表示 

民間人 
専門家チーム 

<<用途>> 

<<用途>> 
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ⅳ 運用シナリオ 

システムを使用している場合は、次のような動作シナリオが考えられる。 
 

 
 

 

参考文献： 

1) 生存率については; 
http://reposit.lib.kumamoto-u.ac.jp/bitstream/2298/25024/1/KSK0003_081-092.pdf  (日本語のみ） 

2) ITU-T、FG-DR&NRR、ITU 電気通信標準化部門、バージョン 1.0 (2014 年 5 月) 、ITU-T 災害救援システムフォーカ

スグループ、ネットワークの耐障害性と回復、ネットワークの耐障害性と回復の要件 
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4 アプリケーションモデル 
 
ⅰ 被災者の生存と被災地情報へのアクセスを急性期に収集し、専門家チームに情報を提供する  

この応用例は急性期用であり、 「アドホックモード」と「整理モード」の二つのサブモデルがある。このモデルをより

よく理解するために、UML 図を以下に示す。 
 

 
 

図 4-1 アドホックモードサブモデル 
 
 

 
図 4-2 整理モードのサブモデル 

METHANE 形式の詳細については、次の URL を参照のこと。 
 https://www.gov.uk/government/publications/methane-properties-uses-and-incident-management 
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5 ネットワークインタフェースの要件 
 
ⅰ ネットワークインターフェイスの種類 

これらの災害における Annex Ⅲのいくつかのユースケースにおいて、以下の問題が確認された。 

・電力網の途絶により、コンセントに電源が供給されていない。 

・通信ネットワークの途絶または電力損失により、電話およびインターネットアクセスが不能である。 

・何百、何千もの避難所の中で行方不明の家族を見つけるのはほとんど不可能である。 

・情報不足により救援物資の配給や、救急医療の優先管理 (トリアージ) が非効率である。 

・災害被害の準リアルタイム映像および/または写真情報を、必要な救助および/または管理組織に配信することは不可能

である。 

生きるか死ぬかの問題において、コミュニケーションは文字通り不可欠であることが判明しているが、そのコミュニケ

ーションは電力によって駆動されている。一方、車にはガソリン、ダイナモ(発電機)、バッテリーが搭載されている。

また、以下のようなネットワークインタフェースを持つ無線通信モジュールを導入する新しい活動がある。 

1) 無線 LAN 

2) GNSS (全地球航法衛星システム) 

3) DSRC (専用狭域通信) 

4) ホワイトスペース 

5) 衛星通信 

6) 携帯電話 
 
 
ⅱ ネットワークにおける通信インタフェース 

WLAN は最も一般的な無線デバイスの 1 つであり、自動車業界でも注目されている。例えば、トヨタは、カーナビの標

準装備として WLAN を搭載している。無線 LAN を使えば、車は他の車やユーザーのスマートフォン、インターネット

のホットスポットと通信できる。 

商用 WLAN の主な制約はポイントツーマルチポイントリンク（AP‐STA）とリンクセットアップ時間である。いずれも、

アクセスポイントが存在する携帯端末のようなユースケースを想定している。したがって、V-HUB のユースケースに関

して、WLAN には次の機能が必要である。 

・自動車、スマートフォン、インターネットのホットスポット間の自動接続 

・移動車両のための高速リンク設定 

ホワイトスペースとは、テレビ放送などの認可されたサービスが使用されていない場所で二次的に使用できる周波数の

ことである。主にアメリカ、イギリス、シンガポールが主導している。数十キロ以上の通信が可能なので、孤立した避

難所同士の通信に最適である。ホワイトスペースを使用する前に、デバイスは地理的なホワイトスペースデータベース

を参照して、対象周波数におけるプライマリユーザの存在を識別する必要がある。 

データベースへのアクセスには大部分が携帯電話ネットワークを必要とするため、災害時にはデータベースが利用でき

ないかアクセスできない可能性がある。ホワイトスペースには、以下の要件があるものとする。 

・プライマリユーザを発見するための代替的な自律分散方式 

・時間、面積および使用を制限する可能性のある開放周波数 
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図 5-1 ホワイトスペースを使用する場合の条件 
 
 
ⅲ ネットワーク内のビーコンインターフェイス 

サブギガバンドによる DSRC は、交通安全のために開発されたビーコンシステムである。日本で開発され、路側機、車

両、歩行者携帯機器にも導入されている。車両は残骸の下に閉じ込められた人々を見つけるためにビーコンをキャッチ

するかもしれない。また、ビーコン電波を車両間で中継することにより、沿岸域の津波警報を迅速に配信することが可

能となる。 
 

 
 

図 5-2 サブギガバンドによる DSRC の使用 
 

Use of white space

Need to find the primary users

Refer to geographical white space database

In case of disaster

Periodical
autonomous sensing

database may not be available or accessible

Open for
emergency use

OR
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この目的のために、サブギガバンドによる DSRC の端末は以下の要件を有するものとする： 

・一意の ID 割り当て 

・リモートオン/オフ制御 

・通信範囲（300 m の見通し、残骸の下 10 m） 

・低消費電力（コイン電池で 3 週間） 

・定期的なビーコン送信 

・小型 
 
 
ⅳ その他のインタフェース 

この提案は、堅牢な WiFi およびホワイトスペース帯域で実装できる通信規格の開発に基づいている。ここで重要なのは、

道路、車両、情報キオスクを備えた避難センター内など、さまざまな状況での避難者や人々のグループからの救助車両

への情報の流れを理解することである。高レベルシステムは、以下の要件を有するものとする： 

・緊急モードのリモート ON/OFF 

・大量のショートメッセージを発生させる能力 

・通信の空間的および時間的な中断を可能にする堅牢なネットワークプロトコル 

・位置不明のノード、および/あるいは移動性のノードへのメッセージ配信 

・エンドユーザーによる事前インストールが必要ないこと（業務用を除く） 

・誤った情報の配布の防止 
 
 
6 アプリケーション・インタフェースの要件 

図7-1に、このシステムのアーキテクチャを示す。一般的なアプリケーションツール、例えば、通信サービス、掲示板、

M 2 M 通信、位置情報サービスなどを使用した災害用アプリケーションは、いくつかのデバイス、車両、PC、スマート

フォン、タブレット端末およびウェアラブル端末上の通信およびビーコンのためのネットワークを介して、以下の要件

を有するものとする： 

1) メッセージング 

2) Web サービス 

3) 専用アプリケーション 

4) 商用アプリケーション 

5) 電子メールサービス 

6) 追跡 

7) ストリーミング 

8) 警告（アラート） 
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7 V-HUB システムのアーキテクチャ 

図 7-1 はネットワークインタフェースとアプリケーションインタフェースの要件に基づく V-HUB システムのアーキテク

チャである。 
 

 
 

図 7-1 V-HUB システムのアーキテクチャ 
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Appendix I 日本の災害時のユースケース 
 
 

 
 

図 I-1 日本の災害時のユースケース 
 
 
1 避難所にメッセージを届ける 

ユースケース 一般的なメッセージ配信 

説明 民間人が車両との間でメッセージを送受信する。 

当事者 （車両） 
（端末） 
一般市民 

前提条件 車両には、Web サーバ、ストレージ、および WLAN アクセスポイントがある。 
スマートフォンや PC などの民間人の端末デバイスには、Web クライアントと WLAN ステーショ

ンがある。 

相互作用 1 民間人は、WLAN を介してデバイスを車両に接続する。 
2 民間人は、車両内でローカルにホストされているウェブサイトにアクセスする。 
3 民間人は、ウェブサイトを介して車両との間でメッセージを送受信する。 

結果 車両は民間人の間でメッセージを伝える。 

課題 車とスマートフォンの自動接続。 
緊急モードのリモート ON/OFF 
エンドユーザーによる事前インストールは必要ありません(業務用を除く) 

データフロー 

 
 

民間人 
メッセージを

送信する 

車両 

民間人 
メッセージの

取得 

デバイス 

デバイス 
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ユースケース セキュリティで保護されたメッセージ配信 

説明 指定されたユーザは、認証されたメッセージを車両に送信する。 
民間人は車両から認証されたメッセージを検索する。 

当事者 （車両） 
（端末） 
指定ユーザー（当局や報道機関など） 
民間人 

前提条件 一般的なメッセージサービスにおける仮定 
指定されたすべてのユーザーに一意のアカウントが発行された。 
車両はすべてのアカウント情報を保持する。 
車両や装置のすべての機能がしっかりと確保されている。 

相互作用 1 指定されたユーザは、セキュアな WLAN を介してデバイスを車両に接続する。 
2 指定されたユーザは、認証を受け、車両内でローカルにホストされているセキュアな 

Web サイトにアクセスする。 
3 指定されたユーザーは、安全な Web サイトを介して車両にメッセージを送信する。 
4 民間人は指定されたウェブサイト上で車両から認証されたメッセージを検索する。 

結果 車両は、指定されたユーザからの認証されたメッセージを民間人に配信する。 

課題 誤った情報の配布を防ぐ 

データフロー  

 
 

 
  

指定ユーザー 
認証された 

メッセージを 

送信する 

車両 

民間人 
認証済みメッ

セージの取得 

デバイス 

デバイス 
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ユースケース 車両間のメッセージ共有 

説明 車両間でメッセージを送受信する。 

当事者 （車両） 

前提条件 車両には、Web サーバ/クライアント、ストレージ、および WLAN アクセスポイントとステーシ

ョンがある。 

相互作用 1 車両は無線 LAN を介して互いに接続する。 
2 車両は、Web ベースのインターフェイスを使用して相互にメッセージを送信する。 

結果 車同士でメッセージを共有する。 

課題 車両間の自動接続。 
移動車両のための高速リンク設定。 
大量のショートメッセージを発生させる能力 
通信の空間的および時間的な中断を可能にする堅牢なネットワークプロトコル 

データフロー  

 
 

 
  

共有 

メッセージ 
車両 車両 
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ユースケース ビーコンメッセージ受信 

説明 民間人のビーコン端末は自動的に車両にメッセージを送信する。 

当事者 （車両） 
（市民・市民のビーコン端末） 

前提条件 車両には、M 2 M サーバ、ストレージ、ビーコン受信機が搭載されている。 
一般市民のビーコン端末にはビーコン送信機が搭載されている。 

相互作用 1 民間人のビーコン端末は定期的にメッセージを放送する。 
2 装置の近くにある車両がメッセージを捕捉する。 

結果 民間人のビーコン端末は自動的に車両にメッセージを送信する。 

課題 一意の ID 割り当て 
リモートオン/オフ制御 
通信範囲(残骸の下 10 m) 
低消費電力(コイン電池で 3 週間) 
定期的なビーコン送信 
小サイズ 

データフロー  

 
 

 
 

ユースケース ビーコンアラート配信 

説明 指定されたビーコンデバイスは、自動的に車両に警告メッセージを送信する。 

車両が民間人のビーコン装置に自動的に警告メッセージを送信 

当事者 （車両） 

（指定ビーコン装置） 

（民間人のビーコン端末） 

前提条件 車両には、M 2 M サーバ、ストレージ、およびビーコントランシーバが搭載されている。 

指定されたビーコン装置はハザード検出器とビーコン送信器を有する。 

民間人のビーコン装置には、ビーコン受信機と危険警報が付いている。 

相互作用 1 指定されたビーコンデバイスは危険を検出し、定期的に警告メッセージをブロードキャスト

する。 

2 指定された装置の近くにある車両は、メッセージを捕捉し、定期的にメッセージを放送す

る。 

3 車両の近くにある民間人のビーコン装置と指定された装置がメッセージを捕捉し、警報を作

動させる。 

結果 車両は、指定されたビーコン装置から民間人に警告メッセージを配信する。 

課題 通信範囲(300 m 見通し内) 

データフロー 

 

民間人 
ブロードキャス

トメッセージ 
車両 

ビーコン 
デバイス 0 

指定ビーコン 

装置 

ブロードキャス

トメッセージ 

車両 

民間人 
ブロードキャス

トメッセージ ビーコン装置 

ハザードを 

検出 



 

 22 / 30 

 

ユースケース 駅へのメッセージ配信 

説明 指定されたステーションサーバは、自動的に車両との間でメッセージを送受信する。 

当事者 （車両） 
（指定局サーバ（避難場所などで）） 
民間人 

前提条件 一般的なメッセージサービスにおける仮定 
指定されたステーションサーバには、Web サーバ/クライアント、ストレージ、WLAN アクセス

ポイント/ステーション、およびモニタがある。 

相互作用 1 指定ステーションサーバは、WLAN を介して車両に接続する。 
2 ステーションサーバ（送信）は、Web ベースのインターフェイスを使用して車両からメッセ

ージ（送信）を取得する。 
3 ステーションサーバは、モニタにメッセージを表示する。 
4 民間人は、WLAN を介してステーションサーバにデバイスを接続する。 
5 民間人は、ステーションサーバでローカルにホストされている Web サイトにアクセスでき

る。 
6 民間人は、ウェブサイトを介してステーションサーバとの間でメッセージを送受信する。 

結果 車両は駅のサーバを介して民間人の間でメッセージを伝達する。 
（車両は、ステーションサーバ間でメッセージを配信する。） 

課題  

データフロー  

 
 

 

メッセージを

送信する 
駅 

メッセージの

取得 

車両 

車両 

モニタ 
メッセージを

表示する 
民間人 
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2 避難所でメッセージを共有する 
 

ユースケース ステーション間のメッセージ共有 

説明 指定されたステーションサーバは、相互にメッセージを送受信する。 

当事者 （指定局サーバ（避難場所などで）） 

前提条件 指定されたステーションサーバには、Web サーバ/クライアント、ストレージ、ホワイトスペー

ス通信モジュールがある。 

相互作用 1 指定されたステーションサーバは、空白を使用して別のステーションサーバに接続する。 
2 両方のステーションサーバは、Web ベースのインターフェイスを使用して相互にメッセージ

を送信する。 

結果 指定されたステーションサーバは、相互にメッセージを共有する。 

課題 プライマリユーザを発見するための代替的な自律分散方式 
時間、面積および使用を制限する可能性のある開放周波数 
未知の位置および/または移動性のノードへのメッセージ配信 

データフロー  

 
 

 
 
3 インターネットにメッセージをアップロードする 
 

使用例 インターネットへのメッセージ配信 

説明 アクセス可能な場合、車両はインターネット上のサーバにメッセージを送信する。 

当事者 （車両） 
（インターネット上のメッセージサーバ） 

前提条件 車両には、Web クライアント、ストレージ、および WLAN ステーションがある。 
メッセージサーバはインターネットホットスポットからアクセスでき、Web サーバとストレージ

を備えている。 

相互作用 1 車両は、インターネットのホットスポットを介してメッセージサーバに接続する。 
2 車両は、Web ベースのインターフェイスを使用してサーバにメッセージをアップロードす

る。 

結果 車両は民間人からのメッセージをインターネット上のサーバに配信する。 

課題 車両とインターネットホットスポット間の自動接続。 

データフロー  

 
 

 
 

共有 

メッセージ 
避難所 避難所 

アップロードする 

メッセージ 
インターネット 

サーバー 
車両 
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Appendix II 災害時における車両を利用した情報通信システムのユースケース  
 

NO 国 ユースケース 説明 前提条件 相互作用 結果 課題 

1 

イラン セル・オン・ホイー

ル (COW) 
COW は、セルラーアンテナタワーとトラッ

クまたはトレーラーの電子無線トランシーバ

機器で構成されるモバイルセルサイトであ

る。 
COW は、自然災害の影響を受けた地域に対

して、トレーラー、バン、トラックなどの車

両を介して、完全に機能するサービスを提供

することができる。 
COW ネットワークバックホール通信は、地

上マイクロ波、衛星、および有線インフラス

トラクチャを介して可能になる。 

車両はセルラーアンテナタワーと電子無線送受

信装置を有する。 
ユーザデバイス：携帯電話 

1 人々は 2 G/3 G/LTE を使って車の BTS に携帯電話

を接続する。 
2 車両上の BTS は、地上マイクロ波または衛星リン

クを介してセルラーネットワークに接続する。 
3 携帯電話ネットワークに接続し、音声電話を使用

したり、データを送受信したりできる。 

被災地における携帯電話ネッ

トワークの提供 

 

2 

アフガニスタン 車両メッセージ配信 車両からのメッセージの投稿/取得 車両には、公衆の意識と安全のために、自然災

害警報システムのデータを関係機関に送信する

ために、HF、WLAN、および衛星端末を装備

すべきである。 

1 車両には、自然災害にさらされた地域における損

失及び損害を防止するため、関係機関にデータを送

信するための設備がある。 
2 人々は無線 LAN を介して車にデバイスを接続す

る。 
3 自然災害関連団体だけでなく、人々の間でメッセ

ージを投稿したり、受け取ったりする。 

車両は、災害関係機関だけで

なく、人々にメッセージを伝

える。 

車両のエンドユーザーと関係

機関の間の自動接続 

3 

タイ 車両セル上の WiFi
のアイデア 

被災者は災害後もコミュニケーションをとる

ことができる。 
1 車両、ドローンおよびネットワーキングを

準備するものとする。 
2 ユーザデバイスにインストールされた

ios/android/microsoft OS 上の災害情報アプリ

ケーションソフトウェア 

生存者は WiFi 車のセルから WiFi にアクセスできる。 生存者は WiFi にアクセスし

て重要な情報を得ることがで

きる。 

プリインストールされたソフ

トウェアアプリケーションが

必要である。 

4 

タイ 災害用移動通信シス

テム 
レスキューチーム/ピープル・ポスト・アン

ド・ゲート・ビークル 
本部・救助隊 C 2 
・被災地向け共同通信システム 
・救助隊用デジタルトランクラジオ 
 - 個人/車両の追跡 
 - ビデオストリーミング 
 - Web 会議 
 - COP アクセス 
 - インターネットアクセス 

   

5 

タイ 協調通信システム 
(運送業者のアイデ

ア) 

災害が発生すると、ほとんどの通信システム

が停止する。 
その影響を緩和し、必要としている人々に支

援を提供するために、特定の通信システムを

適時に復旧させるべきである。 
バックパックの大きさの小さなセルを利用す

ることができ、それらの多くは協力的ネット

ワークを確立することができ、それはボラン

ティアまたは救助者によって現場に持ち出す

ことができる。 
通信バックホールも重要です。移動体上の衛

星又はマイクロ波リンクは、主通信ユニット

(本体・MCU)においてより高速な応答で利用

することができる。 

    

6 

タイ TOT 衛星配信 TOT 衛星とのデータ送受信者 衛星には送信機と発電機がある。 
ユーザデバイス携帯電話（スマートフォン、PC
など） 

1 人々は自分の装置を TOT 衛星に接続する。 
2 携帯電話からローカル TOT 衛星へのコールの送受

信者 
3 TOT 衛星へのコールの発信/受信 

人の間の衛星電話 TOT 衛星間の自動接続 

7 

タイ TOT 車両の納入 TOT 車両とのデータ送受信者 衛星には送信機と発電機がある 
ユーザデバイス携帯電話(スマートフォン、PC
など) 

1 人々は自分の機器を移動式自動車に接続する 
2 ユーザーがモバイルからローカル TOT モバイルビ

ークルにコールを送受信した場合 
3 TOT Satellite へのコールの発信/受信 
 
 
 
  

人と車のデバイスコール TOT 移動車両間の自動接続 

NO 国 ユースケース 説明 前提条件 相互作用 結果 課題 
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8 

パプア・ニューギニア NIL 新規-初期のアイデアまたは提案 車両には WLAN、WiFi アクセスポイントがあ

る。 
1 人々は Wi-Fi 無線ネットワークを介してそこにある

装置を車に接続する。 
2 人々は、衛星回線を介して中央オフィスへの車両

から、または生き残っている通信ビルへのファイバ

ー接続を介してインターネットにアクセスする。 
3 受信メッセージと送信メッセージは同じ媒体に従

う。 

車両は、メッセージを送受信

するだけでなく、データ・ス

トリーム（サイトのビデオク

リップなど）も処理する。 

どの活動も簡単で自動化され

る。 
システムのセットアップには

ソフトウェアの設定が必要で

ある。 
ユーザはすぐに接続する。 

9 

日本 マルチホップ通信を

用いた臨時車両アド

ホックネットワーク 

損傷エリア基盤ネットワークの代わりに車両

アドホックネットワークを用いたネットワー

ク回復 

・ 車両には、マルチホップ通信機能を有する

ITS 無線通信装置（5.8 GHz 帯、700 MHz 帯
等）が搭載されている。また、車両には Wi-
Fi ユニットも装備されている。 

・ 一部の車両には、マルチプロトコルゲートウ

ェイ (MPG) 機能もある。 

1 災害発生、車両派遣 
2 隣接車両との通信品質(受信電力、パケットエラー

率など。)を確認しながら車両の位置を特定する。 
3 車両マルチホップ通信リンクを確認し、 

Wi-Fi 利用者（次の図のスマートフォンのユーザ

ー）同士が車両マルチホップ通信リンクで通信可能

であることを確認する。 

・インフラストラクチャに損

傷を与えるのではなく、臨

時車両臨時 NW を再構築す

る。 
・MPG は、複数のプロトコル

（5.8 GHz 帯、700 MHz 帯
等）から周辺車両の通信品

質によりプロトコルを選択

し、異なる種類のパケット

を送受信するようにプロト

コルを変更する。 

・ITS 無線通信ユニットの電

力は車両のバッテリから供

給される。 
・端から端までの車両間の距

離は制限される。 

10 

タイ 災害緊急通信と準備

のための車両と地域

無線メッシュルータ 

アジア工科大学（AIT）のインターネット教

育研究所（intERLab）は、「DUMBONET
（ダンボネット）ルーター」と呼ばれる小型

モバイルルータに基づく緊急通信システムを

開発した。 
これらの DUMBONET ルータは、通信を回復

するために、被災地または緊急車両に設置す

ることができる。 
DUMBONET ルータは、最適化リンクステー

トルーティング機能を備えた IEEE 802.11 n 
2.4 GHz に基づく自己設定、自己修復マルチ

ホップネットワークの 1 つ以上のパーティシ

ョンを共同で形成する。 
DUMBONET ルータには、シンプルで使いや

すいアプリケーションサービスも含まれてい

る。 
これには、Voice over IP (VoIP)、Video on 
Demand (VoD)、Social Network App (SN)、お

よび Disruption Tolerant Networking (DTN) サー

ビスが含まれる。 

・災害前と災害後の導入 
・災害後の導入では、バックアップ電源が利用

可能（例えば、車両、バッテリー、または太

陽電池から） 

1 災害発生前の導入では、DUMBONET ルータを一つ

以上の標的区域（例：村）に設置し、人々のために

「イントラネットのような」日常の通信サービスを

提供する。 
オプションのインターネットゲートウェイをインス

トールできる。これによりユーザーは共有ベースで

パブリックインターネットにアクセスできるように

なる。これは地域の人々がこの技術に親しむのを助

け、毎日利用可能となる。 
災害が発生した場合、これらの DUMBONET ルータ

は、自己設定、自己修復の準備ができている。必要

に応じてネットワークに接続する。 
2 災害後の導入では、被災地への DUMBONET ルー

ターを準備して出荷できる。DUMBONET ルータ

は、展開ガイドラインを使用して、車両、携帯、ま

たは構内のいずれかに迅速に設置および展開でき

る。 
次の場合は、オプションのインターネットゲートウ

ェイテクノロジー（衛星インターネット、3Gイン

ターネットなど）が必要である。 
3 いずれの場合も、DUMBBONET ルータで使用可能

な DTN サービスにより、破壊的な可能性のある

VANET または MANET ネットワークを介して情報

を伝送できる。 
クライアント機器は、被災地から収集したデータ

（例：画像、ビデオ）をデポジットし、車両に搭載

された DUMBONET ルータや携帯型の DUMBONET
ルータを介して情報を渡すことができる。 

4 長期的なディザスタリカバリオペレーションのた

めに、DUMBONET ルータは、影響を受けるコミュ

ニティの子供たちにビデオオンデマンド（VoD）を

使用して学習を提供することができる。VOD のコン

テンツは、車両に接続され、新しい/更新されたビデ

オメディアのキャリアとして機能するノードを介し

て更新できる。 
 
 
 
 
 
  

・intERLab は、災害発生前の

導入をいくつかのタイの農

村の環境で実験している。

これらのコミュニティの 
1 つの村人は、共有 ADSL
ゲートウェイを介してイン

ターネットにアクセスでき

る。 
災害緊急時対応の実践

（VoIP コール、ネットワー

ク接続の再確立など）は随

時実施している。 
・intERLab は、ネパールでの

最近の地震災害に対応する

ため、DUMBONET ルータ

を準備し、ネパールに出荷

した。DUMBONET ルータ

ーは医療援助や患者とのコ

ミュニケーションのために

主に病院に配備された。 

intERLab は、DUMBONET ル

ータで使用できるサービスを

継続的に改善および改良して

いる。 
最近の研究は、ネットワーク

障害が発生したときに、車両

と村に装備されたルータがフ

ァイルと情報をより効果的に

交換することを可能にする

DTN サービスに焦点を当てて

いる。 

NO 国 ユースケース 説明 前提条件 相互作用 結果 課題 
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11 

フィリピン 被災車両を利用した

被災者輸送、 
被災者発見器、 
発電所、 
通信ハブ、 
情報キオスク 

・車両は、生存者輸送、被害者発見、発電

所、通信ハブ、情報キオスクなどの災害に

おいて重要な役割を果たしている。 
・広域無線アクセスにおけるフィリピンのた

めのホワイトスペースアクセスのベースラ

イン-2015 年から全米で無料の WiFi 導入を

開始した。 
・ホワイトスペースバンドの「パーソナルト

ランスポンダ」は、デブリの貫通のため、

実際の避難と生存者の発見のために実行可

能である。 
・遅延耐性ネットワークは、ホワイトスペー

スを介してワイドエリア接続を有する車両

と協働する初期応答者およびセンサネット

ワークの対話型メディア応答に適合する。 
・IPTV 技術とソーシャルメディアデータ処理

は災害リスク低減に不可欠である。 

・新しい V 2 V および V 2 I 規格は、災害時の

運用を V-HUB 規格に変更または簡略化でき

る。 
・ホワイトスペースへのアクセスはフィリピン

における広域無線アクセスのベースライン-
無料 WiFi の全国展開開始 2015 

・IPTV とソーシャルメディアデータは災害リ

スク低減にとって重要である。空中撮像とト

ランスポンダの位置確認、監視、探索を組み

合わせる。 
・First Responders Kiosk、被災者にクラウドサ

ービス、電力と水道、双方向通信を提供す

る。 
・700 MHz のホワイトスペースバンドは、がれ

きを貫通するため、避難の実施と生存者の発

見に重要である。 

1 V 2 V、V 2 I 通信による災害対応 
2 ホワイトスペースアクセスは災害地域における広

域無線アクセス‐無料 WiFi におけるフィリピンのベ

ースライン 
3 IPTV とソーシャルメディアデータは災害リスク低

減にとって重要 
車両および/または UVA/Drone を介した空中撮像と

トランスポンダの位置確認、監視および探索の組み

合わせ 
4 First Responder Kiosk は、被災者にクラウドサービ

ス、電力と水道、双方向通信を提供 
5 700 MHz のホワイトスペースバンドは、がれきを

貫通するため、避難の実施と生存者の発見に重要 
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Appendix Ⅲ V-HUB の用途別提案一覧 
 

ID タイトル* 組織 国 ユースケースのタイプ 車両対ユーザ装置 車両対車両 
インフラストラクチャへ

の車両 
その他の機能 アプリケーション 

01 救助要請 TTC JPN - ヘルプの呼び出し - 無線 LAN 
  

- 自動アクティブ化 - SOS シグナリング 

02 情報の取得 TTC JPN - 情報の取得 - 無線 LAN 
   

- 情報の検索 

03 レポート情報 TTC JPN - レポート情報 - 無線 LAN 
   

- レポート情報 

04 
一般的なメッセージ配信 TTC JPN - 情報の取得 

- レポート情報 
- 無線 LAN 

  
- 自動接続 
- リモートアクティベー

ション 

- SMS 
- 存続のためのホワイトボード情報 

05 
セキュリティで保護されたメッセージ配

信 
TTC JPN - 情報の取得 

- レポート情報 

   
- デジタル署名 - 公告 

06 

車両間のメッセージ共有 TTC JPN - 情報の取得 
- レポート情報 

 
- 無線 LAN 

 
- 自動接続と即時接続 
- 堅牢なネットワークプ

ロトコル 

- SMS 
- ホワイトボード 
- 公告 
- 追跡 
- 警告 

07 
ビーコンメッセージ受信 TTC JPN - 情報の取得 - ビーコン 

  
- リモートアクティベー

ション 
- 追跡 

08 
ビーコンアラート配信 TTC JPN - 情報の取得 

- レポート情報 
- ビーコン 

   
- 警告 

09 

駅へのメッセージ配信 TTC JPN - レポート情報 
  

- 無線 LAN 
 

- SMS 
- ホワイトボード 
- 公告 
- 追跡 
- 警告 

10 

ステーション間のメッセージ共有 TTC JPN - レポート情報 
  

- ホワイトスペース - プライマリ・ユーザー

の検出 
- SMS 
- ホワイトボード 
- 公告 
- 追跡 
- 警告 

11 

インターネットへのメッセージ配信 TTC JPN - レポート情報 
  

- 無線 LAN - 自動接続と即時接続 - SMS 
- ホワイトボード 
- 公告 
- 追跡 
- 警告 

12 
スマートフォンをもちいた救急車要請
<Annex I> 

TTC JPN - ヘルプの呼び出し 
    

- 電子電話 

13 
スマートフォンをもちいた救助要請 
<Annex II> 

TTC JPN - 情報の取得 
- レポート情報 

    
- 電子電話 

14 
セル・オン・ホイール (COW) 情報通信省 IRN - ヘルプの呼び出し 

- 情報の取得 
- レポート情報 

- 細胞性  - SAT 
- 地上マイクロ波 
- ワイヤード 

 - 電話番号 

15 
車両メッセージ配信 ATRA AFG - 情報の取得 

- レポート情報 
- 無線 LAN 

 
- SAT 
- HF 

- 自動接続 - データ 
- SMS 

16 
車両セル上の wifi のアイデア CAT テレコム・パブリ

ック・カンパニー 
THA - 情報の取得 

- レポート情報 
- 無線 LAN  - SAT  - 生存情報 

17 

被災地向け移動通信システム 国立災害警戒センター THA - ヘルプの呼び出し 
- 情報の取得 
- レポート情報 

- 無線 LAN 
- 細胞性 

 
- SAT 
- トランクラジオ 

 
- 電話番号 
- SMS 
- ストリーミング 
- 追跡 
- インターネット 

18 
TOT 衛星配信 TOT THA - 情報の取得 

- レポート情報 
- 無線 LAN 

 
- SAT 

 
- 電話番号 

19 
TOT 移動配送 TOT THA - 情報の取得 

- レポート情報 
- 無線 LAN 

 
- セルラー 

 
- 電話番号 

20 

協調通信システム（初期のアイデア） TOT PCL（航空機） THA - 情報の取得 
- レポート情報 
 
 

- 小細胞 - 小細胞 - SAT 
- 電子レンジ 
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21 
NIL  ニッカ PNG - ヘルプの呼び出し 

- 情報の取得 
- レポート情報 

- 無線 LAN 
 

- SAT 
- ワイヤード 

- 自動接続と即時接続 - SMS 
- ストリーミング 

22 
マルチホップ通信を用いた臨時車両アド

ホックネットワーク 
OKI JPN - ヘルプの呼び出し 

- 情報の取得 
- レポート情報 

 - ドイツ国鉄 
- 無線 LAN 

- ドイツ国鉄 
- 無線 LAN 

- MPG - ネットワーク・リカバリ 

23 
災害時の緊急通信および準備のための車

両およびコミュニティ無線メッシュルー

タ 

intERLab AIT THA - ヘルプの呼び出し 
- 情報の取得 
- レポート情報 

- 無線 LAN - 無線 LAN - SAT 
- 細胞性 
- ワイヤード 

- オルソ 
- DTN 

- インターネット 
- 電話番号 
- ストリーミング 

24 
災害時車両を利用した生存者輸送、被災

者発見装置、発電所、通信ハブ、情報キ

オスク 

アテネオ大学 PHL - ヘルプの呼び出し 
- 情報の取得 
- レポート情報 

- ビーコン 
- 無線 LAN 

- ホワイトスペース 
- 無線 LAN 

- ホワイトスペース 
- 無線 LAN 

 
- IP テレビ 
- キオスク 
- ニア・クラウド・サービス 

 
 



 

 29 / 30 

Annex Ⅰ 
 
 

スマートフォンを使った日本の救急要請のケース 
 

Net 119と呼ばれる日本で研究中のシステム現行システムでは、ユーザのスマートフォンのGPS位置情報は、 「Net 119」 

ボタンがクリックされると自動的に転送されると仮定している。ユーザのスマートフォンが GPS 位置情報を持つことが

できない場合、例えば建物内では、セルラーワイヤレスベースの位置情報が使用される。さらに、地域の消防/救急コン

トロールセンターのオペレータは、Skype と同様の方法で、 「チャット」 機能を使用して発信者に自分の位置を尋ねる

ことができる。GPS 位置情報機能を持たないパソコンについても同様である。 

図 I-1 に救急車要請時のスマートフォン画面の推移を示す。 
 

 
 

図 I-1 救急車要請通知におけるスマートフォンの表示例 
 
注釈： 

*1 Net 119： 消防・救急要請緊急救助要請システムに付与された日本の名称 

*2 中継サービス： 聴覚や発話に障害のある方が、通信中継サービスセンターの通信アシスタント (CA) に相談したい

場合にクリックする。 

*3 その他の安全サービス： さらなる研究のために、例えば、警察、ハイウェイパトロール、ガス漏れ、夜間、休日

または週末の救急医療サービス。現在の日本の Net 119 サービスでは、これらのサービスへのアクセスはまだ提供

されていない。 

*4 事前登録： 当社の現在の Net 119 システムでは、潜在的なユーザーが名前、性別、生年月日、自宅住所、希望す

るテレコムリレーサービスセンター (オプション) 、慢性疾患 (オプション) 、およびかかりつけ医または病院 (オプ

ション) を事前登録することを想定しています。これは時間の都合上、緊急時に固定情報を入力する手間を省くた

めである。これにより、悪意のあるユーザーによるシステムの改ざんも防止できる。 

*5 トライアル： ユーザーがシステムの使い方に慣れるためのトレーニングである。 

*6 SEND： このボタンは、ユーザが全ての情報を完全に入力しなくても、いつでもクリックして、ユーザが既にク

リックした情報を適切な受取機関に送ることができる。 
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 Annex Ⅱ 
 
 

スマートフォンを使った日本における救助要請システム例 
 

図 II-1 は、本レポートに記載された救助要請情報を処理するための日本のシステム構成を示す。 
 
 

 
 

図 II-1 システム構成例 
緊急通報制度の運用 

注釈： 

*1 ファイアウォール： Net 119 ゲートウェイおよび Local Fire/Ambulance Control Centre を、ウイルスおよびインター

ネットからの悪意のあるアクセスから保護する。 

*2 IP-VPN： Net 119 Gateway から Local Fire/Ambulance Control Center に情報を送信する、インターネットプロトコル

ベースのバーチャルプライベートネットワーク。 

*3 Net 119 Gateway： 機能は次のとおりである。 
スパムメールおよびその他のインターネットからの悪意のあるアクセスに対する地域の火災/救急車管理センターの

保護 
登録前受付確認・保管 
発信者の GPS 情報からの位置情報に基づく適切な消防/救急コントロールセンターへのコールのルーティング 
事前に登録された情報に基づいて、適切な Telecom Relay Service Centre にコールをルーティングする。 

____________________ 
 


